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1 研究目的と方法
昭和43 年度都市研究テーマとして「過密都市~j;~ける憲法施行の実態」
という研究を主？となうとととした。しかしとの問題にと bかかるやい念や、
従来の憲法学の視角をもってしては、との課題はとうていとらえ難いζと
が明白と念った。
高度経済成長、重化学工業化Kよタ社会の都市化現象が進み、憲法の最
終目標である人権のbかれている環境は激変した。従来の憲法学がとって
いた、地方自治論を国家機構論のかたすみで取扱う態度によっては、生活
環境全面を辛子なう人権破壊の態様はとらえるとともでき念いし、支え人権
の擁護、回復という憲法のテロス（最終目標）をも達成するととは望むベ
〈も念い。従って都市問題の念かで憲法施行の実態を明らかKするためtて
は、憲法学の国家機構論のみ念らず、人権条項をも含めた全構造を、根本
的K再検討し、再構成し念ければ念ら念い。
人権破壊からの回復と生活基盤の擁護から生まれた都市の市民運動は、
直接民主主義的運動形態を噴出させ、既成の政治体餅についての思考方法
守一変させる方向K動きつつある。その動きは、狭〈は生活環境、教育、
福祉の問題から発生するものではあるが、ょb広くは直接行動主義Kよる
人間踊外からの回復という世界的念民主主義の動向ともかかわっている。
高度Z業社会~j;>ける情報化時代のシステム理論は都市行政~ l;~いても、
人権回復の道具としてよhは、人間性の機械化Kよる圧殺の危険性をも持
つといえよう。地方自治~ l>~けるシステム理論の目標は、どとまでも憲法
が不可侵性をうたう人権の擁護で念ければ念ら念い。コンビ且ートピアK
えがかれる未来都市の価値判断の基準もまた、人間性の回復にすえられ念
ければ走ら念い。
とのよう念陪簡については、憲法学界Kl≫いては漸〈問題の提起が念さ
れようとしている段階であb、全面的念検討は今後の課題である。しかし
従来の旧態いぜんたる憲法学Kl≫ける地方自治論では、せいぜい都市社会
Ki.~ける人権の大量破壊の放任を意味するものとしか念 bえ念いであろう。
問題の出発点は、いか走る立場をとっても自明である。 19 7 0年のア
メリカ大統領一般教申立次のようKのべている。「 19 8 0年Kとの場所
K立つ大統領は、わが国民の 70%カミ交通地獄、スモyグ、汚水、騒音
K悩まされ、犯罪にかびえ左がら都市地域に住んでいた寸年聞を顧みるよ
うK念るであろうか。 70年代の大情聴は、われわれが環境K降伏するホ
それとも、自然と仲直bいわれわれがととまで大気 jj也、水に与えて
きた損害に対して償いをしはじめるか、というととである。自然をその本
来の状態に回復するととは、党や派閥を超越Lた大田町である。それは、
米国の全国民Kとって共通の大目的と念っている。 1. 清い空気、清い水、
広い空間ーとれらは再び、すべての米国人の生れ左がらK持つ権利と念
らをければ念ら念いH ・H ・－・・われわれは、われわれの周囲K寛大であbすぎ
たいわれわれの環境浄化を他人K任せすぎた。社会にほう大念要求をす
る人たち沙人自分K対して最小限の要求をなすべき時が来たJ。ζの教書
を読んで憲法学者点、清い空気、水、空時2あらたK7D年代の人権とし
て要求されているととに気がつ〈。近代立憲主義の人権は、程有財産権の
絶対性をはじめとして、近代資本主義社会の発展の要求にみあうものとし
て、生まれ念がらに持つ権利として主張され、生得の自然権とされてき
たのであるが、 20世紀から 21世紀Kかけて、 bそら〈奴隷社会の人権
要求Kすら左bえ念かったであろう空気と水とが、あらたを生来の権利、
天賦人権として主張されざるを得念いととは、社会保障、社会福祉念どを
中心としてきた生存権概念の転換であb、人権概念の革命Kつら念るもの
であって、資本主義社会発展の成果のパラドヲクスを示すものといえよう。
美濃部都知事は、都庁の職員K向って就任のあいさつを次のようKのべ
ている。「現在の日本の民主主義の苦悩の原因の一つには、日本政府が多
〈の資金と小市民毅勝者の貯蓄を集めて、大資本と大都市とに集中投下し
ている事実がある。い念、政府が、 ζれらの小市民勤労者の生活Kついて
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資本の集中がもたらす社会生活の不安と公警について、さらにそういう大
都市が必要とする種々の社会資本と公共設備tてついて、あまbkも無関，仏
無頓着であったためK、とのよう念社会の混乱が生じたといわねばなbま
せん」。知事のいうとのよう左問題は、必ずしも反体制的左勤労者層tL:J>~ 
いてのみ問題と念るもので念いととは、本研究隙表の高額芳縛者Cほとん
ど圧倒的念自民党支持者であ夕、高度経済成樹てよる生括水準の向上を最
も豊かK受けている人々）の主婦層にも、公害の被害をうったえ、美捜部
都知事を支持する層が少〈念いととからも判明する。
従来、学界において、日本国憲法は福祉主義をその原理のーっとしてか
かげたとして、経済力と行政権の拡大Kよる福祉国家は、ナ念わち人権の
直線的匂上を意味すると考えたものは少〈念かった。しかしわれわれ若手
研究者が文部省の科学研究費で辛子と念った福祉国家の共同研究tL$－いては、
特殊日本型福祉国家は人権の大量破壊を伴うものであるととが明らかとさ
れていたのである。（鈴木安蔵編、現代福抱園家論批判一昭和 42年法
律文化社）しかもそのしわょせは地方自治体に次第K集中されてbb、発
火点K達していたにもかかわらず、既成の憲法学はその点Kついてまだ深
hねむbの中Vてあったといってよい。
今日、憲法学の守備範囲は著し〈広いものと念夕、社会主義国家論、憲
法、の問題から足もとの東京都下の市民運動tていたるまで隣接領域は拡大
している。従って個々の地方行政の技術学的分析や細部¢統計分析までを
憲法学の領域にとりとんで、実益をねらう研究を主？と念うととは二次的問
題であり、ひゆ的にいえばソフト・ウエアtc::J>~ける価値判断の基準を投入
するととが今日の状況に会ける憲法学の一次的目的で左ければ念らない。
従ってととでは、つづいて既成の憲法学の地方自治K関する態度から出
発し、今後の憲治学tc::i.~ける地方自治の再構成の問題を指摘し、第三に比
較研究的K直接民主主義の原理と実態の問題を扱いたい。終bk高額所得
者Kついての若干の調査結果を附記したい。実態と意識の調査tてついては、
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よb広範左調査を計画したが、学生紛争の際、夢枕室の封鎖、窃盗が主？と
左われ、資料t.cどが散逸したため、残念念がらととに整理発表できない。
2 憲法学における地方自治論再構成の課題
従来の既成憲法学K:t・いて地方自治の問題が、どのよう左ウエイトを占
めてきたかについては、戦後歴代の公法学理事長の標準的著作をみれば容
、（1)
易tてわかる。宮沢俊義教授のコンメンタール、日本国憲法は第8章α也方
自治の絵論的解説はわずかK1頁V亡すぎず、註解も国家機構論的中心の観
点から一応の問題点KふれているK止まる。間四郎教授の憲法要議
3 0 5頁の著作中、最終章で8頁を占めているにすぎない。昭和43年K
(3) 
新版を出し、最も新しい鵜飼信成教授（現公法学会理事長）の新版憲法
も23 D頁中の最終章の？頁を占めるにすぎず、あらた念問題意識は全〈
みられない。地方自治の本旨の説明、国家機構論からみた組織原理、機能
念ど、その論述の様式は、いずれも画一剖なものである。他の多〈の講座
担当者も地方自治の問題は、講義の最終でわずかKふれるK止っていたの
である。
そとで、あらたK憲法学の観点から、 20世紀後半のあらた念都市K:t・
ける人権の問題を取り扱うにあたっては、学会tて対する地方自治の問題は、
地方分権か中央集権かといった、いい古された統治機構論の片隅の課題と
してでは念仏人権論とのかかわbK:t•0て、全憲法構造にわたって全面
的K再検討すべきであるとする問題提起にはじまざるを得念かった。
そζで私はまず第→て昭和43年秋の全国憲法研究会に向けてとの問題
を提起し、東京都、仙台市左どの協力のもとK、報告者とも予備討論を重
ね、私自身が司会をして、全国各大学の憲法担当教授とのシンポジウムを
＝何）
bと念った。ジュリスト 41 6号がその記録の特集号であり、討論は一
憲法学K:t・ける地方自治論の再構成のためにーという副題を附した。
そとでは第ーに現在の都市化社会K:t・けるあたらしい人権の危機の原因
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はfi防当というととが問題と念った。そして、新産都市建設法Kよって推進
された地域開発にみられるよう念、社会開発というよりは、独占資本の論
理の一元的支配Kよる企業開発ともいうべき、「独占化」の問題が危機の
根本的原因であるとする主張が支配的であった。さらにとの問題は安保体
制j とのかかわタ ~~V>てとらえるべきであると¢議論が出されたが、との
討論以後の状況をみても、政府のプランニングKよる新全国綜合開発計画
はー穫の総力戦体制のエューモードと念ってゆ〈危険をはらむものといえ
ょう。
第二Kは危機の様相としては、公害はじめ生活環境の荒廃の問題である
が、 ζれは単K法学のみ念らず経済学、都市工学、公衆衛生その他倒蜂接
科学との密接な協力がなければ解明しえない問題である。そして大気汚染、
水質汚濁念ど人間生存のための基本的要求が新しい人権の問題として、し
かも資本の論理の支配によって、解決不可能と念っている所Kとそ、問題
の重要性がある。従って、地方自治体の積極的施策にまつべき社会保障の
どときは、自然状態K近い存在Vてまで押し下げられているといえよう。と
のよう念問題は共同研究にまつまでも念〈、東京都、老人福省課の上坪陽
氏の報告治人小児の救急車による救護や老人の養老施設への入所を、権力
による社会的汚物の処理、殺人としてし：か、要保護世帯Kは受けとられて
一（劫いないととを示していることを不せば足りる。とれは社会保障法の白己満
足的念形式的整備の欠陥について論ずる、はるか以前の恐るべき人権意識
の荒廃状況といえる。
とのよう念地方自治の危機、憲法施行の実態1-'L~~ける人権の荒廃状況を
もたらす原因としては、地方公共団体の事務と考えられる事務の中央国家
権力への吸い上げ、国の出先機関への吸収、機関委任事務の形式による国
家統爺I！、法律Kよる規館、さらKより組織的Kは広域行政、全国綜合開発
を名とする地方自治と住民の生活利益の破壊の問題がある。また人事の面
~ bける教育長、警察官念どの任命権への干渉、補助金行政Kよる地方財
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政の弱体化の問題がある。とれらの諸問題は多様左中間項を媒介とし左が
らも、所詮は経済合理性を自己法則とする資本の論理の貫徹、いわば近年
の高度経済成長のマイナス面として、貸借対照表にのせるととができょう。
それはいわば「経済動物Jの自己貫徹による憲法の空洞化、虚脱化といわ
れる現象K他念らない。
とれは統治機構論としてみれば、間接民主主義の空洞化と念ってあらわ
れる。中央、地方議会の利益集団化の問題が、そとにはある。それは当然
K市民の側からの抵抗を引き起きざるを得ない。それは請願の形で念され、
訴訟の形で念され、あるいは地方選挙VCi≫ける生活権擁護をかかげる共産
党の進出という形をとる。そして最近注目をひいている直接民主主義的市
民運動の形態が、多分に混乱した形で噴出して〈るととKも念る。地方自
治体は日本国憲法の「たてまえ」からみれば、民主主義の小学校として、
国家権力の樹以形としての自治能力を保障されるのみ念らず、一定の直接
請求権を保障しているから、地方自治体は住民の生活基盤Vてたける諸々の
人権をまもる「たてJと左りうる。しかし実質的Kは直接請求の手続的要
件の困難性、より根元的Kは憲法の空洞化Kよ払 ζのメカニズムは作動
しに〈〈念っている。今日、北九州の婦人層を中心とする公害追艇軍動、
東京周辺の上下水道完備、ゼロオ児保育から牛乳値下げの運動にいたる住
民運動の噴出は、ととから生まれて〈る。かつての自由民権運動のハイマ
ートである三多摩は、いまや、経済の管理中枢機能である都区内を支える、
ペヲトタウンとしての市民で充満している。「小金井市民の声」、「しん
俗）
ぶん小金井」、「三多摩市民新聞」念どをみれば、無認可保育所の問題、
ゴミ収集のための合理的左紙袋の問題など日常的念生活要求の記事にあふ
れている。本来国がbとなわねば念らぬ東京都の無認可保育所への助成金の
陪題、児童扶養手当の支給の問題（武蔵野市）左どは、とうした奴蔑念市
民の要求への、むしろささやか念対応にすぎ~V>。とのよう左直接民主主
義をねらう市民運動が、複雑念日本の政治地図の念かで、どのよう在役割
-6ー
りをはたしてゆ〈治舵ついては、なb予断は許さない＠しかし資本の論理K
よる新しい人権破壊の問題がある限b、とのグラス・ルーツからの要求は
左〈念ら念いであろう。今回、保守政党がむしろ市民運動の組み入れを考
えているととは、いか念る立場K立つにせよ新しい地方自治の問題が、市
民運動をぬきKしでは考えられ胞ととを示している。
3 若干の世界的諸潮流について
市民運動が、直接行動主義的左形態をとる危険性を、体制側から危ぶま
れているのは、むしろ、近代市民社会が当然K必要とする市民運動が、特
殊日本的念市民社会の風土l'Li>~いて、不当K抑圧されてあ4、また未成熟
であったととK走到するといえよう。 civic participatio n 念
いしCi vie leader日hip の問題は、むしろアメリカ市民社会l'Li>' 
いては風土の一部を構成しているといえよう。ハーバード大草から出版さ
(1) 
れたBanfield らKよる City politic日は、伝統的念行政の
問題としての都市政策の研究とは異左り、政治議集団の都市政策決定l'Li>' 
けるダイナミ 7ク念役割りを追求している。アメリカの憲法的伝統の「た
てまえ」は個人や集団の多様左特殊利益の追求t亡、はばひろい機会を与え
ている。そとでは、知識人Kせよ、黒人Kせよ、都市政策K対し一定の構
造的役割りをもっている。従ってそれは職業専門家による行政、ポス支配、
官僚主義に敵対する要素を本質的K内包している。もとより本書舗E囲を
とえて 19 7 0年代の黒人の痕乱をもふ〈む新しい時代は、さらKアメリ
カの都市政策K爆発的な変革を要求するであろうし、ニクソンの 19 7 0 
年初頭の教寄主、その先取りといった意味を持つものであろう。しかし本
書の 17章の「政治権力と市民のリーダーシヲプJはアメリカの都市社会
の市民参加の基本的構造を指し示している。そとでは「アメリカの都市は
職業的政治家や官僚によってのみ運営されるのでは左い。アメリカの都市
の運営は、公式の、あるいは非公式の団体や個人の大軍Kよって援助され、
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時には妨害される。それらは、念んらのポストもしめてはい老いし、左ん
らの権威も左い治人疑いも左〈重要で、時には政策決定l'L:J.,＇いて指導的役
包）
割りをはたすJとのべている。とうした現象はアメリカの政治的風土の産
物であろう。しかしそれは疑いも左〈近代市民社会l'L:Jo>ける政治ならびに
地方自治の理想類型を示している。もとよ b現実には様々の病理現象に妨
げられ、特に最近は、軍事優先政策への抵抗と豊か念祇会への幻滅によっ
て、住民の生活要求は、時には直接行動主義K走りさえもしている。
資本主義社会のG • N・Pの上昇と高速度の経済成母ま逆K住民の生活
環境の破壊をもたらし、住民の盈括要求とし戸の人権を資本の論理によっ
て事実上空洞化しているととは 70年代の資本主義国家の重要問題であろ
う。しかし最近の共産主義段階K達したと称せられるソピエトl'L:Jo>いても、
様々の団体、組合念どの大衆諸機関の政治参加による直接民主主義が推進
（勃
されている。それはコンミューン方式の理想Uてみちびかれ、国家死減を展
望する。しかしそれは過去にbいてはしばしば形式のみK止まってきたい
その実現は、社会主義経済の前進と、あたらしい共産主義的自、冶の道徳的
雰囲気をつ〈り出しうるか否かにかかっているといえよう。また大衆諸国
体の多様在意見の組み上げ装置の問題として、最近のコムニストが情報化
(4) 
理論の追求を問題提起しているととは注目すべきであろう。
中国の地方自治l'L:J.,＇ける直接民主主義の問題としては、浅井敦氏が都議
会の編集Kよる「世界の大都市」の中で、 1 9 6 7年段階の北京市革命委
(5) 
員会を新しい革命的臨時機構として紹介しているが、その後 19 6 8年に
（め
かけて革命委員会は全国K成立している。 19 6 8年の「紅旗jは、黒鐘
江省双鴨山市の報告をかかげている。そとでは市委員会の常任委員が交替
でー帝日は行政をお屯念いー帝Eは大衆の仕事と実生活のなかに入り、自らを
大衆によってきたえあげ、官僚制の弊害を念〈そうとつとめている。その
号につづいて紹介されている「精兵簡政」（行政の精鋭化と簡素化）の問
題は、地方行政の官僚制と繁雑念法律規則を解体し、大衆との直接的結び
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っきKよb、役人でもあb、勤労者でもあbうるという形をとっている。
とれはコンミューン方式の実現によって共産主義社会の自治に到達しよう
とするプロレタリア独裁期の一種の中間形態の自治の形態として注目すべ
き問題をもっている。とうした社会主義国家の自治については別個に論述
する他はない。
し：かし 19 7 0年Kかけて世界各地で噴出した直接民主主義と直接行動
主義の問題は 20半世紀の高度工業社会の人間疎外の問題K対し、よかれ
あしかれ様々の問題を念げかけている。そうした意味では、現在のアメリ
カや日本kbける清い空気清い水、広い空闘を、人聞が生まれ念がらに
して持つ権利として確立する問題、とうした問題を「われわれがどのよう
Uてとらえるかは、われわれの将来だけでは念〈、今世紀最後の5分の 1の
時期1-'L~らサずる世界の平和と自由の将来をも決定するとと K念るのである。」
( 1 9 7 0年ェクソン大統領一般教書）あきらかK身近在都市生活1-'L~け
る人権の問題は、高度経済成長からみれば受忍すべきどうでもよい問題で
は念〈念っている。狭小杭勝K立ち、との新しい人権の問題を無視い
資本の論理をさらにあたらしい経済大国の論理にまで拡大するととは、情
報化時代の全般白操作可能の社会tcj;~いては一時的には駒市可能である。
しかしそのよう念都市社会のたどる末路は他念らぬニクソンの一般教書治、
とれを明確K示している。そのよう念問題意識をもって 19 6 9年の「東
京を考える一都政白書J念どに曲されている豊富念具体的資料をみるな
らば、都民公よび都職員は、またあらた念問題を発見するであろう。人権
Uてついての基礎原理を提供する憲法学の第？の任務はそとにある。他の実
定法学がj;~とない、また自らも主？と念うであろう公害防止条例の施行規則
になける環境規準の設定とその規範的限界、等々の第二の問題は、その左
かに位置づけられねば念らぬ。
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〔附表〕
本調査は昭和43年 12月K行左った、東京者区内の高額所得者（高額
所得者名簿Vてよる無作為抽出）の主婦層を対象とした、面接による、都政
の意識調査の単純集計である。自民党支持の高額所得者層の中にも、美渡
部都政支持者がか左り存在しているととは第ーに注目すべきであb、都内
の基地Kついては廃止を主張するものが多〈、存離を認めるものは唱名も
い念い点が自につく。中産階級、生活保護世帯との比較研究を行念う予定
であったが、大学紛争・封鎖左どtてより、資料は散逸い不可能と念った。
附表として若干の参考とするK止めざるを得~い。その他の中静皆級の主
婦層を調査した補助資料~:J;~いても、都内基地の存続を主張するものは 1
人もなかった。また革新都政を支持するとするものよれ美濃翻蜘事念ら
支持するとする者の数が常Kうわまわった。 10 0サンプル以上の単純集
計が残ってるが、完全念ものとは念タえ念いので省略ナる。
附表 (1) 
単純集計のみ
A 住所
都政意識調査《高額所得者の主婦〉
4 3年 12月
港7 練馬？、足立8、荒JI11 0、中野？
B 支持政党 1.自民 3 0 2.社会 2 3.公明 0 4.共産 0 
5民社 1 6.その他O Z念し ？ 無（鯛亜答） 1 
。年令 1. ( 2 0～29) 4 2.(30～3 9 ) 9 
3. ( 4 0～49)15 4.(50～5 9 ) 9 
5.( 6 0以上） 6 無．
D 家庭の年収全員が高額所得者
①あ左たが東京都政Kついて一番よくしてほしいと思うのはどれですか。
( 2つに回答したものもある〉
〈教育 4 ロ．清掃（プミ、〈みとり） 2 ハ保育所 0 ニ託児所 3 
ホ．老人ホー ム 0 ヘ病院 0 トよ下水道 ？ 安住宅 3 
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リ説金 16 又交通事故防止 13 ル．その他 2 無 0 
②公害の被害を受けたととがありますか
4排気ガス 6 
ホdその他 。
ロ．ケムリ、スモヲグ 5 ハ騒音 8 ニ地盤沈下 1
へ．念し 0 無. 0 
③東京都の念かに立川基地や王子の野戦病院のよう念米軍基地施設を会〈
ととをどう思いますか。
イ廃止 25 ロ．やむをえ念いり つ存続 。無. 0 
④都政への不満や苦情を市国璽動やと念り近所と力を合せて解決しようと
したととがありますか。
4何度もある 2 R少しある 5 ペまった〈念い 35 無. 1 
⑤東京都政は4～5年前よりよ〈念りましたか。
イ．非常Kよ〈左った 0 qい〈らかよく在った 21
ぺ変ら念い 20 よミ悪くまった 1 無. 1 
③ との次の選挙Kも革新都政を支持しますか。
イ．する 5 ロ．し左い 18 ぺ美濃縮E知事走ら支持する 8 
( 1 8対 13 ） 無.12 
附表 (2) 
都政意識調査《高額所得者の主婦〉
一一美濃部者敵~ら次の選挙Kも支持すると答えた者は 43 名中 8 名
その8名の集計一一一
A 住所 港 0 練馬 1 荒川12 中野 5 足立2
B 支持政党 1.自民 5 2.社会 0 五公明 0 4.共産 0 
5.民社 0 6.その他O Z念し 3 無回答 0 
。年令 1. ( 2 0～29) 0 2.(30～3 9) 2 
五（ 4 0～49) 3 4.(50～5 9) 3 
5. ( 6 0以上 ) 0 無回答 。
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D 家庭の年収 全員が高額所得者
⑦ あ念たが東京都政Kついて一番よ〈してほしいと思うのはどれですか。
イ．教育 0 ロ．清掃 0 ハ．保育所 0 ニ．託児所 0 
ホ．老人ホーム 0 へ．病院保護 0 ト．上下水道 2 
チ．住宅 3 リ．税金 2 ヌ．交通事故防止 1 
ノレ．その他 。 制E答。
②公害の被害を受けたととがあbますか。
イ．排気ガス 2 ロ．クム IJ、スモ yグ 2 ハ．騒音 1 
＝．地盤沈下 0 ホ．その他 0 ~し 3 無回答 。
③ 東京都の中K立川基地や王子の野戦病院のよう念米軍施設をbくととを
どう思うか。
イ．廃止 6 ロ．やむをえ念い 2 ハ．存続 0 無回答 。
⑨都政への不満や苦情を市民運動やと念b近所と力を合わせて解決しよう
としたととがありますか。
イ．何度もある 0 ロ．少しある 1 ハ．まった〈念い 7 
無回答 。
ー⑤ 東京都政は 4～5年前よりよく左bましたか
イ．非常によ〈念った 0 ロ．い〈らかよ〈念った 5 
、．変ら念い 3 ニ．悪〈左った 0 無回答 。
③ との次の選挙にも革新都政を支持しますか
全員が支持、理由は別紙
附表 （訪
都政意識調査〈高額所得者の主婦）
美濃部都政走ら、次の選挙にも支持すると答えた者の理由
住所｜支持政党｜年令｜ 理 由
練馬！ なし I 4o～49 Iよ〈しようとする努力がみられる。
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住所 理 由
荒川 自民 40～49 
中野 なし 150-591也九。
中野 自民 50～59 
中野 自民 犯～39
荒川 自民 布市民にしU 、誠実で小さ榔も即～ だけふれている。一一一
足立 念し 30～39 
足立 自民 ｜田～fHI it.ls以Jするが、とれからの都政をみて決める。
’E 
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